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1.背景と目的 

  

従来、交通問題解決のために道路整備など交通供給

側からの対応がなされていたが、そのような対応に限界

が生じてきている。そこで、現在問題となっている交通

問題を交通需要側から対応する必要性が高まってきてお

り、こうした状況から交通需要マネジメント(以下ＴＤ

Ｍ)をとりいれる自治体が増えてきている。しかし、各

自治体でＴＤＭ施策を取り入れているものの、持続的に

取り組める環境づくり、仕掛けづくりまで考えた施策は

あまりみられない。 

福井県では、ＴＤＭ施策の 1 つとして毎週金曜日を

カー・セーブデーとし、自動車の利用を控えるよう呼び

かけている。その取り組みの中で企業のカー・セーブデ

ー参加促進に力を入れている。しかし、企業への参加を

推進しているものの、各企業が通勤環境やカー・セーブ

デーにどの程度の意識で臨んでいるのかは明らかになっ

ていない。 

 そこで、本研究では、カー・セーブデー事業に企業の

声を反映させ、カー・セーブデーを県全体で持続的に取

り組んでいくために各企業の通勤環境や通勤に対する意

識調査に基づき今後のカー・セーブデーの仕組みや支援

方法を検討することを目的する。研究内容を以下に示す。

①カー・セーブデーに参加している企業（参加企業）の

取り組みに対する効果や県からのカー・セーブ促進のた

めの支援・啓発に対する評価を把握し、カー・セーブデ

ーの課題を抽出する。②カー・セーブデーに参加してい

ない企業（非参加企業）のカー・セーブデーに対する興

味度合いを把握し、非参加企業の参加促進策について検

討する。③参加企業と非参加企業を参加意識程度別に分

類し、分類ごとに企業特性と支援状況を比較、検討する。 
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２．参加企業からみた課題の抽出 

 

 福井県ではカー・セーブデー参加企業を募集してお

り、参加した企業にはカー・セーブデー参加証を配布し、

カー・セーブデー実施日に公共交通機関の割引が受けら

れるといった支援を設け、カー・セーブデーを推進して

いる。今後カー・セーブデーの効果をより上げていくた

めには参加企業のカー・セーブデーに対する負担を軽減

し長期的に参加してもらうことや、自動車の利用抑制が

日常的な活動として定着させていくことが必要である。

そこで、参加企業の通勤環境や意識、カー・セーブデー

に対する効果と意識を探るために表－１に示すアンケー

ト調査を行い、カー・セーブデーの今後の課題を抽出し

た。 

 その結果、カー・セーブデーが自社のＰＲに「役立た

ない」、｢変わらない｣と感じている企業が８３％を占め

ＰＲ効果が低いと捉えていることが明らかになった（図

－1）。カー・セーブデーを取り組むことで企業のPR効

果が期待できるにもかかわらず、周囲に知ってもらう機

会を設けていないので、ＰＲ効果を高めるための仕組み

が必要である。 

また、公共交通機関の割引支援については、満足と

感じている企業は４２％となり、それに比べ、不満と感

じている企業は５８％となった（図－２）。割引支援に

不満を感じている企業に対して、不満の原因を詳しく見

ると、公共交通の利便性が悪いことや、使いにくい立地

条件であることが分かった。このため、県より公共交通

の料金割引支援が行われているが支援の活用が難しいた

め、不満感が高いといえる。これより、一律の支援では

なく企業の状況に応じた、支援をカー・セーブデー参加

企業に行っていく必要があると考えられる。 
 

表-1 調査概要 

・調査対象 カー・セーブデー参加企業（121社） 

・調査月日 2008年12月上旬  ・調査方法 郵送調査法 

・回収数/配布数(有効回収率) 77/121（63％） 

調査内容

①属性(業種・従業員数・始業時間・周辺環境・ 

駐車場など) 

②通勤に対する企業の対策や意識について 

③カー・セーブデーに対する効果や支援、 

啓発の評価  他 
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図－２ 料金割引に対する 

企業の評価（N=64）
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図－１ 自社PRへの効果 

        (N=64) 

 

３．非参加企業に対する意識調査 

  

カー・セーブデーの今後の展開を考察していく上で

非参加企業の参加促進をはかりカー・セーブデーの拡大

を図っていく必要がある。そこで、非参加企業のカー・

セーブに対する意識と、通勤実態を把握するために表－

２のような調査を行った。 

その結果、福井県でカー・セーブデーを行っている

ことを５９％の企業が認知しておらず(図－４),カー・

セーブデーは知っているが、参加企業の募集を知らない

企業も多く見られた(図－５)。このことから、企業に対

するカー・セーブデーの宣伝が不十分なために認知に至

っていない。さらに、カー・セーブデーを知らなかった

企業の５１社のうち１７社はこの取り組みに「興味があ

る」「参加してみたい」と回答していることから、宣伝

を強化することによりカー・セーブデー参加につながる

と考えられる。 
表-2 調査概要 

・調査対象 エコ宣言登録企業 

（2764社のうち無作為抽出により300社を選定） 

・調査月日 2009年1月上旬  ・調査方法 郵送調査法 

・回収数/配布数(有効回答率) 90/300(30％) 

調 査 内

容 

①非参加企業の通勤実態調査 

②カー・セーブデーの関心度の把握 

③協賛店制度についての興味度の把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．参加企業と非参加企業の分類・比較 

 

(１) 従業員数の比較による結果 

従業員数(図－５)については、参加企業は９人以下

の企業が少なく１００人以上の企業が多くなっており非

参加企業は９人以下の企業が多く、１００人以上の企業

が少なくなっていることから従業員数がある程度多いほ

うがカー・セーブデーに参加しやすい環境であると考え

られる。 

 

 

 

 (２) 参加意識程度による分類 

企業により通勤環境が様々であると考えられ、参加

意識程度の違いによってどのような企業特性や支援状況

が見られるか検討するため、参加意識程度によって分類

を行い、比較した。そこで、今回は参加企業の中でもカ

ー・セーブに対して参加意識の高い企業をＡ．推進グル

ープ(２２社)、参加意識がやや高いグループをＢ．参加

グループ(２９社)とした。非参加企業の中でもカー・セ

ーブやエコドライブに興味がある企業をＣ．参加促進グ

ループ(４０社)、その他の企業をＤ．興味・関心グルー

プ(３１社)とした。以上４グループ間での通勤環境につ

いて比較した。 

 

 (３) 通勤支援状況による比較 

通勤手当による支援(図－６)に関しては、Ｄグルー

プがバス・電車・自転車・徒歩いずれも支給している割

合が低くなっている。Ａ・Ｃグループに比べてＢグルー

プは自転車・徒歩への支給の割合が低くなっている。啓

発の支援に関しては、Ａ・Ｂ・Ｃグループは９割以上の

企業が実施しているのに対してＤグループは、５割程度

しか実施していない。 

ここで、Ｃグループについて見てみると、通勤、時

間、啓発等の支援についてＡ・Ｂの参加企業グループと

特段大きな差が見られない。つまり、Ｃグループは、参

加に至らない要因が存在すると考えられる。その理由と

して、３に述べた結果より、企業募集を知らないことが

ある。また、自由記述の結果より、カー・セーブデーに

参加するメリットが感じられないこと及び業務に支障が

でることなどの原因が明らかになった。 
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図－4 企業募集の認知率 
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 図-3 カー・セーブデー 
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５．結論 

  

本研究を通して、カー・セーブデーを取り組む上で、

ＰＲ効果を高め、カー・セーブデーを広く知ってもらう 

ための仕組みや行政が行っている通勤支援策を検討して

いく必要がある。ＰＲ効果を高めるためにはカー・セー

ブデーの活動実績をＨＰ上で報告・公開し、誰でも活動

実績を見られるような仕組みが考えられ、そうすること 

でカー・セーブデーの宣伝効果も期待できる。また、関

心・興味グループについては参加に至らない要因が明ら

かになったので、企業への宣伝や魅力ある支援体制を行

っていく必要がある。 

 今後の展開として、企業がカー・セーブデーの取り組

みを積極的に進めていくように促すことも重要であるが、

個人単位でも意識と行動の変容を促していく必要がある

と考えられるため、モビリティ･マネジメント等の手法

を取り入れていくことでより効果的で持続的な取り組み

になるのではないかと考えられる。例えば、昼食時間等

の間に、学校教育におけるモビリティ・マネジメントの

手法を利用した授業を行うことで個人単位での啓発が行

えるのではないだろうか。 
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